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研究成果の概要（和文）：環境問題の解決のために、化学物質管理と企業収益を両立する方策を、以下の３つの側面か
ら探索した。(1)化学物質管理の緩い水準を探索するために、厳しい規制であるREACHが実施されているEUの有機農家等
を調査し、(2)化学物質管理の高度な水準を探索するために、微量の化学物質への暴露で強い苦痛を感じる「化学物質
過敏症」について調査し、(3)トップマネジメントの意思決定に利用可能なマテリアルフローコスト会計と化学物質管
理の接合可能性を探索した。
その結果、REACHの規制の水準はさほど高くなく、『化学物質過敏症』患者が治療可能な環境の資材は特定、接合に際
しての制度的な問題が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：In order to solve environmental problems, we look for tactics that balance corpora
te earnings and management of chemical substances, from the three following aspects .   (1) To explore the
 easy level of chemical management, field work was held at organic farm and eco-village at EU, where REACH
 is enforced, (2) To explore rigid level of chemical management, we made research about  Multiple Chemical
 Sensitivity who feel a strong pain in exposure to very low level chemical substances, (3) To explore the 
potential of connecting chemical substance management and Material Flow Cost Accounting that is available 
to top management decision-making because MFCA enables structural process improvement.  
As a result, the level of regulation REACH is not so high, identifying the materials that afford MCS patie
nts get better could be able to visualized, and institutional issues on connecting chemical management and
 MFCA, were revealed.
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様	
 式	
 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通）	
 

１．研究開始当初の背景 
環境と産業の両立はどのように可能か？	
 
経営学において，環境と産業の両立を志向し，
エコ・マーケティングや環境会計が研究され，
技術経営（MOT）においても環境配慮が議論
されて来た．これらの手法は，経営に環境の
視点を追加し，環境保全や排出抑制を行う
「エンドパイプ型」の環境経営手法を語るが，
企業のイメージアップなどの効果はあるも
のの，企業の意思決定では補足的である． 
	
 しかし，環境会計において新たな動きが見
られた．2000 年に国連持続可能開発部が主
催した環境管理会計の専門家会合で，ドイツ
の環境経営研究所が開発した MFCA が報告
され，日本の環境会計ガイドライン等を紹介
するために参加した國部克彦教授（神戸大
学）らによって，経済産業省の環境管理会計
プロジェクトに接続されたのである．MFCA
は，製品の製造に用いられるマテリアルの流
れを、重量をもとに金額へ換算することで，
製品自体のコストだけでなく、廃棄された材
料および半製品のコストをも可視化する．こ
のため，MFCAは，エンドパイプ型の環境経
営手法と異なり，業務改善の余地が可視化さ
れ，企業経営の意思決定に直結しうる．
MFCA は 2000 年に日本に導入されて以降，
この十年余で独自の発展を遂げ，主に製造プ
ロセスそのものを改善することで環境負荷
の低減と事業の収益性とを両立しうる「イン
プロセス型」の環境経営手法として改良が積
み重ねられ，2011年９月 15日に ISO14051
として発効された． 
 
２．研究の目的 
MFCAの「マテリアル」においては，有用な
化学物質と有害な化学物質との区別を行わ
ない．そこで，本研究では，MFCAにおいて
有害な化学物質を識別して取り扱う「化学物
質フローベース環境会計」を志向し，MFCA
に化学物質管理の手法をどのように接続可
能であるのか、その探索的調査を行った． 
	
 そのために、本研究ではまず、Made in 
JAPAN = Chemically Safe and Cool Design
というブランド戦略（仮称「ケミ管立国」）
を国策として発信することを構想し、そのた
めに必要なことがらを探索するという、介入
型の調査手法を採用した。 
	
 ケミ管では、製品においては Made in 
JAPAN = Chemically Safe and Cool Design
であり、それを製造する工場は Chemically 
Fine工場（CF工場）と呼ぶことにし、それ
を実現するための具体的な手法を探索した。 
	
  
３．研究の方法 
MFCA と化学物質管理との接合する際に必
要なのは、化学物質管理の目安値である。本
研究では目安値案を試作するために、緩い目
安値として，日本産業の国際競争の観点から，
化学物質管理において先進的だとされる EU 
の化学物質管理規則 REACHを、厳しい目安

値として，消費者の化学的安全性という観点
から，極めて小さい化学物質濃度で強い健康
障害を生じる「化学物質過敏症」を，エスノ
グラフィーとエスノメソドロジーを念頭に
置いて、フィールド調査と文献調査を行った．
具体的には、化学物質管理の緩い目安値のた
めにフランスのエコビレッジと有機農家を
調査し、厳しい目安値のために化学物質過敏
症を調査した。この調査と並行して、化学物
質管理とマテリアルフローコスト会計との
接合の可能性について、REACH対応のため
の化学物質管理手法を開発した JAMP（日本
アーティクルマネジメント推進協議会）の当
事者と、MFCAの当事者とにインタビュー調
査を行った。 
 
４．研究成果	
 
Made in JAPAN = Chemically Safe and 
Cool Designという製品ブランドと CF工場
を実現する、という CFサイクル構想のもと
に行った調査の結果、明らかになった以下の
３つの課題を以下に示す．	
 
	
 (1)化学物質とトップを媒介する「環境経
営」のあり方	
 マテリアルフローコスト会計
と JAMP 規格は,両方とも産業環境管理協会に
属しているが,現時点では別々に活動してい
ることが明らかになった．その理由として次
の２つが考えられる．まず、１つ目は,いず
れもが普及の初期段階にあることである．各
ツールを実際に企業に導入して,マスメディ
アの関心を惹く程の,際立った成功事例を創
ることが当面の目標である段階にあるため,
連携する以前の段階なのである．これまでの
調査では,いずれのツールも運用実績がある
のは主に中小企業であり,大手企業での運用
実績はこれからだった．つまり、現時点で
は,JAMP もマテリアルフローコスト会計も,
それぞれにより多くの企業での導入実績を
増やすことが優先事項となっているため、独
立に活動していると考えられた．	
 	
 	
 
	
 次に,連携していない理由の２つ目は,ト
ップマネジメントの意思決定の場である役
員会などでは「化学物質」という用語自体を
用いることが避けられており,それゆえマテ
リアルフローコスト会計をトップマネジメ
ントに普及させるためには「化学物質」とい
う用語を用いない方がよい,とマテリアルフ
ローコスト会計関係者が考えているためと
推測された．これは,役員会等で議題にあげ
た化学物質によって問題が生じた際に責任
を追求される可能性を考えればローカルな
合理性がある．名称に,日本語ではなじみの
薄い「マテリアル」をあえて用いているのは
そのためであろうと発表者は理解した．	
 
	
 筆者はマテリアルフローコスト会計のマ
テリアルに化学物質管理を関連づければよ
いと考えたが,上記のマテリアルフローコス
ト会計側の事情が明らかになった．こうして,
トップの意思決定の場で「化学物質」という
用語を用いずに結果的に化学物質管理がで



きてしまうための方策が必要だ、と問題が絞
られた．このことをマテリアルフローコスト
会計の関係者に相談すると,化学物質管理を
いったん「環境経営」に含め,その環境経営
とマテリアルフローコスト会計とを接続す
るのであればトップの拒否反応を避けられ
る可能性が高い,と考えているようであった．
つまり,トップに心理的抵抗の少ない「環境
経営」を媒介して,化学物質管理をマテリア
ルフローコスト会計に接続すればよいので
ある．しかし,この媒介的「環境経営」の内
容は,マテリアルフローコスト会計の関係者
にとってもまだ未整理である．こうして,本
研究でケミ管のために解くべき問題の１つ
めが構成される．すなわち,化学物質管理を
マテリアルフローコスト会計に媒介する「環
境経営」のあり方はどのようなものかである．	
 
	
 (2)化学物質管理の水準をどう設定する
か？	
 既存の化学物質管理には,REACH のよ
うに日本の化審法などよりも厳しいものが
既に稼働している．しかし,JAMP 規格を用い
れば,日本企業は REACH には既に余裕をもっ
て対応可能であり,今後増加が予想される海
外の多様な化学物質規制に,より低コストで
迅速に対応できるものにつくりこんでいき
つつある．それゆえ,REACH の水準は,日本企
業にとっては緩い水準である．では厳しい水
準として何が適するか．その案として「化学
物質過敏症」を筆者は候補として検討した．	
 
	
 化学物質過敏症の患者は,農薬,受動喫煙,
新建材や塗料の揮発性物質など,人体に負荷
のかかるものだけでなく,通常は人体には害
がないとされる化学物質（たとえば中性洗剤
として用いられているラルリル硫酸ナトリ
ウムや芳香剤など：以下「ケミ」と表記）へ
の曝露が極めて低濃度でも強い苦痛を知覚
し多様な健康障害症状を生じる．推定患者数
は,約七十万人と語られることが多い．ケミ
に大量または継続的に曝露することで発症
し．住宅,学校,自動車に関連して発症した場
合はそれぞれ「シックハウス」「シックスク
ール」「シックカー」という呼称が用いられ
る．治療は困難で,自殺した女性患者の夫が
自殺幇助で 2009 年に有罪判決を受けている．
これまでの文献調査とインタビュー調査で,
ケミが社会から無くなるまでは「不治の病」
とする主張の一方で,うつ病や強迫性障害と
いった精神疾患が関わるという邦文医学論
文もある．2009 年 10 月に,厚生労働省が「化
学物質過敏症」をレセプトに登録した際,同
省が全国の保健所等に配布した冊子の記述
が,化学物質過敏症を精神病と混同させかね
ないと患者側は反発し,48 団体の連名で舛添
厚生労働大臣宛に公開質問状を提出した．こ
れは,化学物質過敏症関連団体が精神病を差
別する団体になったとも解釈でき,以降,マ
スメディアで「化学物質過敏症」の報道は激
減した．	
 
	
 だが,「化学物質過敏症」の予防と治療が
可能な CFサイクルが実現できれば,日本は世

界で最も「Chemically	
 Safe」な国となり,世
界中から転地療養者が訪れ,ケミ管のノウハ
ウを輸出産業にできうる．こうして第２の課
題が構成される．すなわち,「化学物質過敏
症」が治療可能な化学物質管理の具体的なこ
とがらどういったことか,である．これまで
の調査の結果、化学物質過敏症患者が回復す
る際に用いる生活資材には特定の傾向があ
ることが明らかになった。今後の調査の課題
として、具体的な製品のリストを作る等のこ
とを検討している。	
 
	
 (3)化学物質管理を前提としたデザインマ
ネジメントのあり方	
 Chemically	
 Safe な製
品や産業財を作れても,買ってもらえなけれ
ば CF サイクルは回らない．その解決策とし
て申請者は,Chemically	
 Safe と Cool	
 Design
を併用することを構想する．つまり,CF サイ
クルで財を製造,販売,リサイクル等する際
には,デザインマネジメントの元で行う．し
かし,これまでの調査の結果,デザインマネ
ジメントも,トップマネジメントに避けられ
ていることが明らかになった．	
 
	
 クールジャパン等,デザインマネジメント
は,市場が飽和したうえに技術の模倣が容易
な今日では,企業の生き残りのためにはデザ
インを主軸にした経営戦略が必須だとされ
る．しかし,新製品のデザインを良くするた
めには,トップマネジメントとは肌の合わな
い「軽薄な」デザイナーの意見を通さねばな
らず,これを大学で自然科学や社会科学を学
んだトップマネジャーが実行することは現
実には困難であるようなのである．	
 
	
 例外的に,ソニーやホンダなど,デザイナ
ー組織を社長直属にするなどの方策を用い
て,デザインを経営戦略の主軸に据えること
に成功してきた企業は存在する．しかし,こ
の方策は広く知られ,デザインが重要である
と分かっていても,日本企業のトップマネジ
メントはデザイナーに大きな権限を与えな
いのである．なぜか．さしあたっては,デザ
イナーが形態の意匠の斬新さを提案する際
に,経営戦略や技術についての知識に疎いだ
けでなく,トップが期待する程は学ぼうとも
しないことが指摘できる．これでは,トップ
マネジメントはデザイナーを信頼して重責
を任せられない．実際,トップ直属のデザイ
ナーたちは,経営戦略にも技術にも通じた者
たちだった．しかし、このようなデザイナー
人材が増えれば,より多くの企業でトップ直
属のデザイン組織に,新商品の統括を委ねる
ことができるだろう．このような「戦略的デ
ザイナー」を育成するには,どうすれば良い
のかが課題となるが,その前に,そもそも、な
ぜそのようなデザイナーが少ないのか．	
 
	
 このことについて申請者のこれまでの調
査に基づけば,産業革命（工業化）後期に必
要な財がひととおり行き渡って市場が飽和
した時期に,計画的陳腐化を促す表面形態で
ある「スタイル」の更新を担う職種としてデ
ザイナーが登場したことを指摘できる．1980



年代以降には,日本のデザイナーたちは自ら
の職種の範囲を,商品表面の形態のデザイン
から,製品開発プロセスへ,さらには経営戦
略へと拡張する必要を語って来た．しかし,
その主張の内容は,邦文論文を読む限りでは,
マーケティングや経営戦略の断片を寄せ集
めてデザインが有用だとするもので、経営戦
略を理解できているとは思われなかった．	
 
	
 しかし,産業革命期のアーツ・アンド・ク
ラフツ運動のように,自身が生きる社会の問
題を解決する問題意識のもとで改めてデザ
インを捉え直せば,デザインには,自然科学
や社会科学には無い独自性がある．それは表
面の形態としてのデザインだ。実際,アフォ
ーダンスなどのように,人文,自然科学,社会
科学を横断した議論が蓄積されて来た．その
知見を踏まえると,Chemically	
 Safe	
 &	
 Cool	
 
Design というブランド戦略の元でのデザイ
ンマネジメントには可能性がある．すなわち
第三の課題は,ケミ管立国を前提としたデザ
インマネジメントのあり方はどのようなも
のか,である．	
 
	
 今後の課題として、以上の３つの論点につ
いてさらなる調査を行う。そのために、2015
年度の科研基盤 Cを申請する計画である。	
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